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要　　約
　公的教育サービスに対する消費者の限界支払意思額の計測は，既存の教育政策を評価・
改善していくための，重要な実証的エビデンスを提供する。本研究では，ヘドニック・ア
プローチに基づく学校の質と住宅価格の関連を検討した最近の研究成果を紹介する。その
うえで，実証分析上の識別戦略，限界支払意思額の推定値，具体的な分析トピックという
3 つの観点から，既存研究の知見を整理し，今後の研究の方向性について議論を行う。
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Ⅰ．はじめに

　環境質や近隣アメニティーなどの非市場財に
対する限界支払意思額の計測に関しては，その
政策的な意義も相まって，膨大な量の研究が蓄
積されてきた。これらの研究の多くは，環境質
などの非市場財の価値が近隣の不動産価格に帰
着するという想定の下で，ヘドニック・アプロー
チに基づく計測を行っている。
　中でも，本サーベイで取り上げる学校の質と
近隣不動産価格の関係は，最も精力的に分析が
なされてきたトピックの一つである。そのため，
ヘドニック・アプローチに基づく限界支払意思
額の計測にかかわる分析上の問題点が早くから
指摘され，数多くの代替的な分析手法が提案さ

れてきた。これら異なる分析手法に基づく推定
結果を比較することで，ヘドニック・アプロー
チに基づく限界支払意思額の計測におけるバイ
アスとその要因に関する，より詳細な理解が可
能となる（内的妥当性）。また，初期の分析の
多くは米国を対象としたものであったが，近年
では異なる国・地域を対象とした研究成果も
徐々に増えつつある。異なる制度・環境下での
推定結果の比較は，ヘドニック・アプローチに
基づく評価の一般化可能性について，やはり重
要な知見を与える（外的妥当性）。
　ヘドニック・アプローチに基づく学校の質と
不動産価格の関連については，すでにいくつか
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の包括的サーベイが存在する（Black and 
Machin, 2011; Machin, 2011; Nguyen-Hoang 
and Yinger, 2011）。本稿は，公的教育機関に
おける教育の質が近隣の住宅価格におよぼす影
響を検討した一連の研究について，より最近の
研究動向をサーベイし，研究の方向性を議論す
ることを目的としている。
　本稿の構成は以下のとおりである。第Ⅱ節で
は，サーベイに先立って，ヘドニック・アプロー
チに基づく分析の基本的な枠組みを紹介し，主
な計測・推定上の課題を提示する。第Ⅲ節では，

これらの課題のうち，特に近隣環境のコント
ロールが不十分であることに起因するバイアス
に焦点を当てて，いくつかの重要な既存研究の
分析枠組みを紹介する。そのうえで，第Ⅳ節で
は，実証分析上の識別戦略，限界支払意思額の
推定値，具体的な分析トピックという 3 つの観
点から，最近の研究動向を概観・整理する。第
Ⅴ節では，日本を対象とした分析のメリットと
デメリットについて，いくつかの先行研究を取
り上げて議論する。第Ⅵ節は結論である。

Ⅱ．ヘドニック・アプローチ

Ⅱ－ 1．基本的な枠組み
　学校の質をはじめとする広い意味での住環境
に対する限界支払意思額（Marginal Willingness 
to Pay, MWTP）の計測は，こうした要因が不
動産価格や地価に帰着するという前提の下で，
ヘドニック・アプローチに基づく評価が主要な
分析枠組みとなってきた。いま，人々が教育サー
ビスの質を考慮した居住地選択を行っている場
合，質の高い教育サービスが受けられる地域の
住宅価格は（そうでない地域に比べて）上昇す
ることが予想される。このとき，教育サービス
に起因する地域間での住宅価格差は，何らかの
形で教育サービスに対する消費者の「評価」を
反映しているものと考えられる。
　住宅価格が，周辺の住環境（教育サービスの
質）を反映する形で形成されるという考え方は，
直観的にもわかりやすい。しかしながら，どの
ような条件下でこれが達成され，かつその場合
に住宅価格の地域差が，消費者のどのような評
価を反映しているのかについては，若干の補足
が必要であろう。以下では，Rosen （1974）に
よるヘドニック・アプローチの基本的な分析枠

組みを紹介したうえで，いくつかの分析上の課
題を見ていく1）。
　ヘドニック・アプローチの枠組みでは，個別
の住宅（より一般的に差別化された財）は，複
数の属性（attributes）の組み合わせによって
表現される。これらの属性には，規模や築年数
などの住宅そのものの特性のほか，教育サービ
スや治安，自然環境などの当該物件が直面する
住環境要因も含まれる。いま，教育サービスの
質を s，それ以外の住宅の属性を z＝（z1, z1, …, 
zA）′で表すことにする。したがって，個別の
住宅は属性（s, z）によって特徴づけられる。
　消費者は，住宅サービス（s, z）および合成
財（x）の消費から効用を得るものと仮定し，
効用関数を U（x, s, z; ξ）を持つ。ここで，ξ
は消費者の異質性を表すパラメータである。一
方，消費者の予算制約は y ＝ x＋P（s, z）で表
せる。ただし，y は所得，P（s, z）は属性（x, z）
を持つ住宅の（均衡）価格であり，合成財の価
格は 1 に基準化している。このとき，予算制約
の下での消費者の効用最大化問題を考えると，
教育サービスの質に関する一階の条件より，

１）より包括的なヘドニック・アプローチの解説については，たとえば Sheppard （1999）などを参照されたい。
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　　 （1）

が得られる。この式の右辺は s の x に対する限
界代替率であり，合成財に対する支出単位で
測った教育サービスの質に対する限界支払意思
額であるとみなせる。一方，式の左辺は暗黙価
格（implicit price）とも呼ばれ，教育サービス
の質 s の限界的変化に対する住宅価格 P の変
化を示している。したがって，他の条件を一定
に保ったうえで，教育サービスの質が住宅価格
におよぼす影響が識別できれば，これを通じて
教育サービスに対する消費者の限界支払意思額
を測定することが可能となる2）。

Ⅱ－２．分析上の課題
　前節でみた通り，ヘドニック・アプローチに
基づく教育サービスの質の評価は，観察可能な
データを用いて，教育サービスと住宅価格の関
連を明らかにすることを目的としている。
　いま，住宅 i∈｛1, 2, …, N｝について，住宅価
格 p，教育サービスの質 s およびその他の住宅
属性 zが観察可能であるとする。標準的なヘド
ニック・アプローチに基づく実証分析では，住
宅価格と住宅属性の間の関係（ヘドニック価格
関数）は，以下のように特定化される。
　　pi＝βsi＋z′iγ＋εi （2）
ここで，p は住宅価格であり，しばしば対数を
取った値が用いられる。また，s および zは観
察可能な教育サービスの質およびその他の住宅
属性（ベクトル）であり，εは観察不可能な
誤差項を示す。いま，誤差項の条件付き期待値
について E［ε｜s, z］＝0 が成り立つのであれば，

前節で示した理論的な枠組みのもとで，（2）式
によるβの推定値は，教育サービスに対する
消費者の限界支払意思額として解釈できる。以
下では，（2）式の回帰モデルを前提として，ヘ
ドニック・アプローチの分析上の課題をみてい
く3）。

Ⅱ－２－１．教育サービスの質の計測
　分析上の第一の課題は，教育サービスの質の
計測に関わるものである。いま，（2）式におけ
る si は，住宅 i（に居住する家計）が直面する
教育サービスの質を表すものとしていた。しか
しながら，実際の分析においては，（１）教育サー
ビスの質をどのような指標でとらえるべきか，
また，（２）居住地と学校をどのように対応付
けるか，といった問題に答える必要がある。

教育サービスの質の指標
　教育は多面的なサービスであるため，家計が
公教育のどのような側面を評価しているのか
は，それ自体，独立した研究トピックを形成し
ている。例えば，Burgass et al. （2015）はイギ
リスにおける学校選択のサーベイデータを用い
て，公立小学校の選択に影響を及ぼす要因を検
討している。それによれば，家計は学校の平均
的学力水準（標準化された学力試験の平均得
点）を重視するものの，その影響の大きさは家
計の社会経済的地位に依存して異なることが明
らかになっている4）。
　学校の平均的学力水準は，質の高い教育サー
ビスの成果としての側面がある一方，学力の高
い生徒の受け入れの結果としての側面もある。
そのため，教育成果からみた質の指標としては，

Ux（y－P（s,z）,s,z;ξ）
Us（y－P（s,z）,s,z;ξ）

Ps（s,z）＝

２）ここでは，教育の質の限界的な改善に対する消費者の評価を計測している点に注意しておく必要がある。
非限界的な質の改善に対する厚生評価を行うためには，何らかの方法で教育の質に対する消費者の需要関数
を推定する必要がある。Rosen （1974）による二段階推定の手法は，このような状況を念頭に置いたものであ
るが，実際の応用例が少ないことなどを考慮し，この論文では取り扱わない。

３）ここで取り上げるもの以外にも，ヘドニック価格関数の推定には，関数形の選択，住宅市場の空間的範囲
の特定，サンプルセレクションの問題（市場で取引される物件のみが観察可能）など，様々な課題が存在する。
これらを含めたより広い議論に関しては，例えば前述の Sheppard （1999）などを参照されたい。

４）これに加え，実際の選択は在校生の所得水準や人種構成などの社会経済的要因にも依存することが指摘さ
れている。
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生徒の学力水準の向上（付加価値）をみること
が適切であるかもしれない。こうした観点から
は，Abdulkadiroglu et al. （2017）がやはり家
計の学校選択に関する分析を行っている。彼ら
の分析結果によれば，入学する生徒の平均的な
能力を考慮すると，学校別にみた学力向上に関
する要因は，家計の学校選択に関する選好に追
加的な影響をもたらさないことが示唆されている。
　平均的な学力水準ないしはその向上に関する
要因は，いずれも教育成果からみた質の指標に
なっている。これに対して，教育成果の規定要
因を検証する一連の研究では，より本質的な要
因として，学校における教育資源の投入に着目
した研究がなされている（Hanushek, 2006; 
Todd and Wolpin, 2003）。具体的には，教員／
生徒比率や教員の学歴・経験年数，生徒一人当
たりの教育支出や学校施設，学校運営の在り方
といった要因が，学校における教育資源として
検討されている。こうした要因が，実際に生徒
の学力向上に結びついているかは，いまなお議
論が続いているところではあるものの，家計が
評価する教育サービスの質の指標としての役割
は否定できない。
　ヘドニック・アプローチに基づく分析に話を
戻すと，これまでの先行研究の多くでは，主と
して学力テストの平均得点（ないしはこれに基
づく生徒の平均的学力水準の指標）が教育サー
ビスの質の指標として利用されてきた。すでに
述べた通り，生徒の学力に関する教育成果の指
標としては，水準よりも付加価値をみることが
妥当であると考えられるが，おそらくはデータ
の利用可能性から，こうした指標を利用した分
析は数少ない。また，教育資源の投入に関して
も，必ずしも十分な研究の蓄積があるとは言え
ない。こうした点については，第Ⅳ－３－１節
で改めて詳細な検討を行う。

居住地と学校の対応関係
　教育サービスの質の計測に関わる第二の論点
は，居住地と学校の対応関係に関するものであ
る。この点については，公立学校の選択が小学

区制によって規定されている場合，居住地の選
択が（公立）学校の選択と一対一で対応するた
め，議論の余地は少ない。しかしながら，国や
地域によっては，通学区域が必ずしも厳密に運
用されていない場合や，そもそも学区制が存在
しない場合がある。この場合，居住地と学校は
必ずしも一対一で対応せず，居住地選択に加え
て，学校選択の問題を追加的に考慮する必要が
生じる。
　また，学区制が存在する状況でも，学校選択
制の導入などによって通学可能な学校の選択肢
が実質的に広がる場合や，通学区域の変更など
によって居住地と学校の対応関係が変化する場
合がある。こうした制度的要因は，教育サービ
スの質の計測という点では困難を生じさせる面
がある一方，家計が直面する教育サービスの質
に外生的な変動を生じさせるため，因果関係の
識別という点では分析上の利点ともなりうる。
このような論点については，第Ⅳ－３－２節で
追加的な議論を行う。

Ⅱ－２－２．推定上の課題
　近年の観察データを用いた実証分析において
は，因果関係の識別のための分析デザインが以
前にもまして重要視されるようになっている。
こうした傾向は，ヘドニック・アプローチにも
とづく実証分析に関しても同様であり，近年の
研究の多くは，因果推論のための各種分析デザ
インを幅広く取り入れる形で発展してきた
（Parmeter and Pope, 2013；牛島，2016）。以
下では，このような観点から，（2）式に基づく
分析の推定上の課題を見ていく。
　推定上の第一の課題は，住宅価格の上昇が学
校の質の改善をもたらす可能性（逆因果）に関
するものである。これは，公立学校の教育予算
が学校区（school district）の税収によって決
定される米国のような学校制度では，特に問題
になりうる。いま，米国の公立学校に対する教
育支出は，おおよそ 1／3 強が学校区の固定資
産税収入によって賄われている5）。このとき，
学校の質とは無関係の何らかの要因で住宅価格
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が上昇すると，固定資産税収入の増加を通じて，
公立学校の教育予算が増加することになる。米
国の学校制度では，教職員の人事や学校の施設
整備などの学校の管理・運営にかかわる事項の
多くが学校区の裁量に任されているため，教育
予算の増加は直接的に教育サービスの質の改善
につながる可能性がある。そのため，住宅価格
と学校の質の間の逆因果が存在することにな
り，（2）式に基づく分析に困難を生じさせる。
このような問題に対しては，一部に操作変数法
による推定などを行った研究があるものの，多
くの分析では十分な対応がなされているとは言
えない現状がある（Black and Machin, 2011）6）。

　推定上の第二の課題は，住宅価格に影響を与
える要因を完全には観察できないことによる，
除外（省略）変数バイアスの問題である。いま，
住宅価格に影響を与える（学校の質以外の）要
因のうち，一部が観察できない状況を考える。
このとき，これらの観察不可能な要因が学校の
質と相関するのであれば，（2）式に基づくβの
推定値はバイアスを持つ。このような可能性は，
ヘドニック・アプローチに基づく教育サービス
の質の評価の行う上での主要な問題として早く
から認識されており，複数の手法が提案されて
きた。この点に関しては，次節でより詳細に議
論することとする。

Ⅲ．近隣環境のコントロール―除外変数によるバイアス

　前節で議論した通り，除外変数の存在は，ヘ
ドニック・アプローチに基づく学校の質の評価
にバイアスを生じさせる可能性がある。以下で
は，この問題に対応するために既存研究で提案
された複数の分析手法についてみていく。
　（2）式では，住宅価格に影響を与えうる（学
校の質以外の）要因が完全に観察されている状
況を想定していた。しかしながら，実際に住宅
価格に影響を与えうる要因は無数に存在し，そ
のすべてを分析者が観察することは不可能に近
い。そこで，住宅価格に影響を与える要因 zの
うち，z̴＝（z1, z2, …, zÃ）のみが観察可能であ
る状況を考える（Ã ＜ A）。このとき，実際に
推定可能な回帰式は
　　pi＝βsi＋z̴′iγ̴＋ε̴i （3）

で表される。ここで，ε̴は分析者にとって観察
できない要因（zÃ＋1, …, zA）による影響を含ん
だ誤差項になっている。
　除外変数によるバイアスは，（3）式の誤差項
ε̴が（z̴を条件づけたうえで）学校の質 s と相
関することにより生じる。例えば，景観などの
近隣住環境は定量化が難しく，同時に学校の質
と関連する可能性がある。
　Black （1999）は，この問題に対処するために，
通学区域の境界付近における住宅取引のサンプ
ルに限定して分析する方法を提案している。以
下では，この分析の基本的なアイデアを確認す
る。図１は，3 つの学区からなる地域を模式的
に示したものである。いま，2 つの住宅 H1 と
H2 を考える。これらは，それぞれ異なる学区

５）2015 年度の財源別内訳をみると，連邦政府あるいは州政府による支出が全体の 55.2％，学校区を含む，州
よりも小さな行政単位による支出が 44.8％となっている。さらに後者の内訳をみると，固定資産税収入によ
るものが 81.3％，その他の公的収入によるものが 14.9％，寄付金などの収入が 3.8％となっている（Digest of 
Education Statistics 2018）。

６）例えば，Downes and Zabel （2002）では，学力テストの平均点および生徒一人当たり支出に対する操作変
数として，賃貸住宅の割合や学齢期の児童が総人口に占める割合などを利用した分析を行っているが，これ
らの操作変数の妥当性（除外制約）については，議論の余地が残る。
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に立地するため，住宅価格の違いの少なくとも
一部分は，学校の質の違いに起因することが予
想される。ところが，2 つの住宅は（離れたと
ころに立地しているため）それぞれ異なる近隣
環境に直面している。もし，こうした近隣環境
を完全には観察できず，かつ近隣環境のうち観
察できない要素が学校の質と相関していれば，
実際に観察される価格差は，学校の質の違いだ
けでなく観察不可能な近隣環境の差異も反映す
ることになる（除外変数バイアス）。これに対
し，通学区域を挟んで向かい合う 2 つの住宅
H′1 と H′2 を考えると，これらの住宅が直面する
近隣環境は（観察不可能なものを含み）よく似
たものになることが予想される。一方で，2 つ
の住宅は依然として異なる学区に立地している
ので，直面する学校の質は異なる。したがって，
こうした 2 つの住宅の（観察可能な要因を考慮
したうえでの）価格差は，学校の質に起因する
可能性が高い。

　Black （1999）の分析手法は，こうした考え
方に基づいて，学区を挟んで近くに立地する住
宅に限定して（3）式の推定を行うというもので
ある7）。図１でいえば，学区境界付近のグレー
のエリアにサンプルを限定して分析を行うこと
に対応する。いま，学校の質以外の近隣環境に
よる影響が，学区の境界付近で連続的にしか変
化しないのであれば，学区境界における学校の
質の不連続な変化を利用して，βを識別する
ことが可能となる。このような識別戦略は，政
策評価を目的とした準実験的な分析アプローチ
である回帰不連続デザインの考え方とよく似て
おり，しばしば境界不連続デザイン（Boundary 
discontinuity design） と 呼 ば れ る（Imbens 
and Lemieux, 2008; Lee and Lemieux, 2010）。
　学区境界付近のサンプルに限定した分析の結
果からは，学力テストの平均得点が 5％（約 1
標準偏差）向上することで，住宅価格が 1.3～
1.6％上昇することが示されている8）。一方で，

７）より具体的に，Black （1999）は，こうしたサンプルの限定を行ったうえで，それぞれの学区境界固有の観
察できない要因を固定効果として考慮した分析モデルを提案している。図１でいえば，3 つの学区の組み合
わせ（B12，B23 および B13）ごとに学区境界固定効果を想定することになる。

８）実際の分析においては，学区境界から 0.35 マイル，0.2 マイル，0.15 マイルの範囲内の取引にそれぞれサ
ンプルを限定して，（3）式に基づく推定を行っている。

図１　境界不連続アプローチ
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すべてのサンプルを利用した（3）式の推定から
は，同様の学力テストの平均得点の変化に対し
て，住宅価格は約 3.5％上昇する。これらの結
果は，観察できない近隣環境の存在が，βの
推定値に大きな上方バイアスをもたらすことを
示唆している。
　この研究の与えたインパクトは大きく，後述
するように，近年の同トピックにおける実証研
究の多くは，境界不連続デザインに基づく識別
戦略を採用している。しかしながら，この手法
にはいくつかの問題点も指摘されている。その

中でも代表的なものは，住民のすみ分け（ソー
ティング）に伴う学区境界付近での近隣環境の
不連続な変化に関するものである9）。
　いま，人々が学校の質を考慮した居住地選択
を行っている場合，住民の平均的な社会経済的
特性は，学区境界で不連続に変化する可能性が
ある。図２は，学区境界付近での平均的な住民
の学歴（大卒か否か），人種構成，所得水準の
変化を見たものである（Bayer et al., 2007）。
グラフの横軸は学区境界からの距離を示し，正
の値は学校の質（学力テストの平均得点）が高

９）学区境界における近隣環境の不連続な変化は，住民のすみ分け以外にも，複数の要因によって生じうる。
例えば，学区境界が行政界と一致している場合，利用可能な行政サービスや税率などの要因が不連続に変化
する。また，隣接する学区が河川や大きな道路などで物理的に隔てられている場合，学区境界で近隣環境が
大きく変化する可能性がある。そのため，分析に当たってはこうしたケースを注意深く除外する必要がある。

図２　通学区域の境界における住民のソーティング

出典：Bayer et al. （2007, Figure 4）
注： グラフの横軸は通学区域の境界からの距離であり，学校の質の高い通学区域のサンプルは正の値，質の低い通学区域

のサンプルは負の値を取る。グラフの縦軸は，対象となるサンプルの社会・経済的属性を表す変数（教育水準（大卒
以上 =1），人種（黒人 =1），所得水準）の平均値である。上段の 2 つのグラフと下段左側のグラフは国勢調査に基づ
く結果，下段右側のグラフは不動産取引データに基づく結果である。
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い方の学区を，負の値は質が低い方の学区を示
している。結果として，学校の質の高い学区で
は，住民の学歴が高く，黒人比率が低く，所得
水準が高くなる傾向がみられ，かつこれらの社
会経済的特性の変化は，学区境界部分で不連続
的に生じていることがわかる。
　Bayer et al. （2007）は，人々が近隣住民の社
会経済的特性を考慮するような選好を持つ場
合，図２で示したような住民のソーティングが，
境界不連続デザインに基づく分析結果にバイア
スをもたらすことを指摘している10）。図１の例
に戻って考えると，もし人々が周辺住民の人種
構成に対する選好を持っているとすると，学区

境界付近にある 2 つの住宅 H′1 と H′2 の価格差
は，学校の質の違いのみならず，周辺住民の人
種構成の違いによっても影響を受けることにな
る。Bayer et al. （2007）は，国勢調査の基本単
位区（census block）レベルでみた，近隣住民
の平均的な社会経済的特性（人種および学歴）
を追加的に考慮することで，境界不連続デザイ
ンに基づくβの推定値が大幅に小さくなるこ
とを見出している。具体的には，学力テストの
平均得点が 1 標準偏差向上することによる住宅
価格の上昇は，近隣住民の平均的な社会経済的
特性を考慮することで約 50％程度小さくなる
ことを報告している。

Ⅳ．最近の研究成果

　本節では，ヘドニック・アプローチの考え方
に基づいて，学校の質と近隣不動産価格の関係
を検討した最近の研究成果を概観する。前述の
通り，同トピックに関してはすでにいくつかの
サーベイが存在していることを踏まえ，対象と
する研究は原則として 2010 年以降のものに限
定している。ただし，既存のサーベイで扱われ
ていない研究（特に日本を対象とした研究）に
関しては，2009 年以前に発表されたものも含
めている。対象とした研究の概略を表１にまと
めた。以下では，表１に示した最近の研究につ
いて，分析デザイン（識別戦略），限界支払意
思額の推定結果，具体的な研究トピックという
3 つの観点から整理・概観する。

Ⅳ－１．分析デザインと識別戦略
　実証分析上の識別戦略という観点から最近の

研究動向をみると，第Ⅲ節で指摘した通り，境
界不連続デザインが標準的な手法となっている
ことがわかる。実際，表１に示した 28 の先行
研究のうち，半数以上の 17 の研究は，基本的
な識別戦略として境界不連続デザインを採用し
ている。一方で，2010 年以前の研究を整理し
た Black and Machin （2011）によれば，対象
となる 54 の分析事例のうち，境界不連続デザ
インを採用しているものは 10 件にとどまる。
　そのうえで，最近の研究に特徴的な傾向とし
ては以下の 2 点があげられる。第一に，基本的
な識別戦略として境界不連続デザインを採用し
ている分析であっても，複数時点の取引データ
をプールして用いることで，学校の質に関する
何らかの時系列的な変動を識別のための追加的
な情報として利用している研究が増えている。
例えば，学校の新設や学区制度の変更といった

10）Bayer et al. （2007）は，ここで議論する問題に加え，近隣環境に対する選好に異質性が存在する場合，標
準的なヘドニック・アプローチに基づくβの推定値は平均的な住民がもつ限界支払意思額から乖離する可能
性があることも指摘し，均衡ソーティングモデルによる推定手法も提案している。均衡ソーティングモデル
による分析とヘドニック・アプローチによる分析の結果を比較した研究としては，例えば Tra et al. （2013）
などが存在する。
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イベントに着目することで，境界不連続デザイン
と差分の差分法を組み合わせた識別戦略を採用
している分析がある（Neilson and Zimmerman, 
2014; Schwartz et al., 2014; Chung, 2015; 
Andreyeva and Patrick, 2017）11）。こうした事例
については，第Ⅳ－３節でより詳細に検討を行う。
　第二に，前述した Bayer et al. （2007）によ
る指摘を受けて，学校の質と相関しうる近隣環
境を，可能な限り空間的に詳細なレベルでコン
トロールする分析が増えている。具体的に，表
１の「固定効果」には，分析に当たってコント
ロールされた空間的な固定効果を示している
が，多くの研究で国勢調査の基本単位区もしく
はそれと同等のレベルでの固定効果が考慮され
ている12）。
　こうした観点から，興味深い知見を与えてい
る研究として，Ries and Sommerville （2010）
によるものがある。彼らは，分析期間中に複数
回取引された住宅を対象としたデータ（リピー
トセールスデータ）を用いることで，個別の住
宅レベルでの固定効果をコントロールしたうえ
で，通学区域の変更に伴う学校の質の変動を用
いた識別戦略を採用している。分析の結果，境
界不連続デザインに基づく分析では小学校の平
均テスト得点は住宅価格に正の影響を及ぼす一
方で，住宅レベルの固定効果を考慮した分析で
は，こうした影響は統計的有意性を失うことが
示されている。
　また，いくつかの分析では，一般に空間的差
分法（spatial differencing）と呼ばれる手法を
適用することで，Black （1999）による分析手

法を精緻化している（Gibbons et al., 2013; 
Zheng et al., 2016）。いま，住宅 i の（例えば
緯度・経度によってあらわされる）立地を ci

で表すことにすると，空間的差分法は，異なる
通学区域に立地しつつ（si≠sj），距離が一定以
下（｜ci－cj｜＜δ）になるような住宅 i と j の
ペアについて，
　　 pi－pj＝β（si－sj）＋（z̴′i－z̴′j）γ̴＋（ε̴i－ε̴j） （4）
を推定するものである。これによって，住宅 i
と住宅 j の間で共有される観察できない空間的
要因の影響を取り除くことが可能となる。

Ⅳ－２．推定結果の比較
　表１によれば，ほぼすべての研究において，
学校の質の指標は周辺の住宅価格を上昇させる
効果を持つことが示されており13），この傾向は
従前のサーベイで示されているものと同様であ
る（Black and Machin, 2011; Nguyen-Hoang 
and Yinger, 2011）。
　一方で，推定された限界支払意思額の大きさ
（βの推定値）についてみると，学力テストの
平均得点が 1 標準偏差高くなることで，周辺の
住宅価格は約 0.7～3％程度上昇することが確認
できる14）。ここからは，以下の 2 点が指摘できる。
第一に，最近の分析で報告される影響の絶対値
は，従前（2010 年以前）の分析に比べ，大幅に
小さくなっている。比較可能な過去の分析結果
についてみると，例えば Downes and Zabel 

（2002）で は 14 ％，Cheshire and Sheppard 
（2004）では 9.8％，Brasington and Haurin 
（2006）では 7.1％，といった値が報告されて

11）ただし，学校の新設や学区制度の変更といった大規模なイベントは，ヘドニックモデルの均衡そのものを
変化させる可能性があり，こうした変動によって識別された β が限界支払意思額として解釈可能かについて
は，いくつかの理論的研究が存在する（Kuminoff and Pope, 2014; Banzhaf, 2018）。

12）国勢調査の基本単位区は通学区域に空間的に包含されるため，基本単位区レベルでの固定効果を考慮した
場合には，必然的に学校の質の時系列的な変動が必要となる。

13）唯一の例外は Ries and Sommerville （2010）によるものである。ただし，この研究においても，中学校の
平均テスト得点は住宅価格に対して有意に正の影響をもたらすことが確認されている。

14）結果を定量的に比較するために，学校の質の指標として学力テストの平均得点を用いた分析に限定してい
る。具体的には，平均得点の 1 標準偏差の上昇が住宅価格に与える影響は，Clapp et al. （2008）で 1.3％，
Fiva and Kirkebøen （2011）で 1.5％，Gibbons et al. （2013）で 2.8～3.0％，Kuroda （2018）で 2.4％，Ries 
and Sommerville （2010）で 0.7～1.3％（境界不連続デザイン），Turnbull et al. （2018）で 1.4％であった。
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おり，いずれも最近の結果に比べて大幅に大き
な値となっている。
　分析手法についてみると，上記で取り上げた
最近の研究は，いずれも境界不連続デザインも
しくは小地域単位での固定効果による識別戦略
を用いている一方，過去の研究はいずれもこれ
以外の方法によるものである。こうした事実は，
近隣環境についての除外変数バイアスが，限界
支払意思額の推定値に大きな影響を与えるとい
う指摘と整合的である。
　第二に，対象となる国や地域が異なっても，
推定された限界支払意思額には大きな違いがみ
られないという点が指摘できる。ここで取り上
げた最近の研究は，アメリカ，カナダ，イギリ
ス，ノルウェー，日本を対象としたものであり，
背景となる公教育制度，税制などには大きな違
いがある（脚注 13 および表１参照）。にもかか
わらず，推定された限界支払意思額にはそれほ
ど大きな違いがみられなかったという事実は，
ヘドニック・アプローチに基づく分析の外的妥
当性を一定程度支持するものであるといえる。

Ⅳ－３．具体的なトピック
　本節では，いくつかの代表的な分析トピック
に絞って，表１に示した最近の研究の概要をや
や詳細にみていくこととする。具体的には，（１）
複数の学校の質の指標を比較した研究，（２）
学校新設や移転，学区変更などのイベントに着
目した研究，（３）学校の質に関する情報開示
に着目した研究の 3 つを取り上げる。

Ⅳ－３－１．学校の質の指標
　第Ⅱ節で述べた通り，学校の質をとらえるた
めの指標としては，多くの研究で用いられてい
る学力テストの平均得点のような指標のほか，
学力向上に関する指標，学校における教育資源
の投入に関する指標，さらには在校する生徒の

社会経済的属性などが考えられる。ここでは，
生徒の学力向上に関する指標と教育資源の投入
に関する指標を用いた分析について，いくつか
特徴的なものを取り上げる。
　学校の質として，学力水準の向上に関する指
標を用いた研究としては，Gibbons et al. （2013）
および Imberman and Lovenheim （2016）が
ある。これらの研究で用いられた学力向上の指
標は，異なる時点（学年）で計測された生徒の
学力テストの得点の個票データをもとに，同一
生徒のテスト得点の変化を学校単位で集計した
ものであり，テスト得点に対する学校単位での
付加価値をとらえた指標であるといえる。
　学力テストの平均得点と付加価値の双方を用
いた分析からは，対照的な結果が得られている。
Gibbons et al. （2013）では，平均得点と付加価
値のいずれもが周辺の住宅価格に対して正の影
響を与えることが示されている。一方で，
Imberman and Lovenheim （2016）によれば，
学力テストの平均点は周辺の住宅価格に正の影
響をもたらすものの，付加価値は有意な関連を
持たないことが示されている。分析手法に関し
ては，Gibbons et al. （2013）は標準的な境界不
連続デザインに基づく分析となっている一方，
Imberman and Lovenheim （2016）では，付加
価値に関する指標の公表前後のデータを用い
て，追加的な情報提供がもたらす影響を検討し
ている。
　教育資源の投入に関する指標を用いた研究と
しては，Conlin and Thompson （2017）による
ものがあげられる。ここでは，学校施設の整備
や維持管理に対する支出が，生徒の学力水準お
よび周辺の住宅価格におよぼす影響を分析して
いる15）。分析の結果からは，学校施設に対する
支出の増加は，短期的には生徒の学力水準（テ
スト得点の平均および付加価値）に負の影響を
与えるが，長期的には正の影響をもたらすこと

15）具体的には，こうした支出に対する州政府による補助金（Classroom Facilities Assistance Program, 
CFAP）の交付が，学校区単位でみた施設整備の必要性に関するランキングに従って決定され，一定水準以
上の必要性が認められた学区のみが受給資格を得るという制度的特徴を利用して，ファジーな回帰不連続モ
デルによる分析を行っている。
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が示されている。さらには，これと対応する形
で，学校区内で取引される住宅の価格に対して
も，短期的には負の影響，長期的には正の影響
を与えることが示されている。

Ⅳ－３－２．学校の新設・移転および学区変更
　学校の新設や閉鎖，学区の変更といった制度
変更は，居住地に基づいた学校への生徒の割り
当てを変化させるため，学校の質の影響を識別
するための追加的な情報となりうる。最近の研
究の中では，学校の新設や閉鎖をみたもの
（Andreyeva and Patrick, 2017; Neilson and 
Zimmerman, 2014; Rosburg et al., 2017）や学
区の変更をみたもの（Ries and Sommerville, 
2010）などがある。これらの分析では，制度変
更によって公立学校への割り当てに変更が生じ
たグループ（トリートメント）とそうでないグ
ループ（コントロール）を比較することで，学
校の質が住宅価格におよぼす影響の識別を試み
ている。分析結果は，学校の質の改善が住宅価
格を上昇させるという仮説をおおむね支持する
ものであるが，その解釈には一定の注意が必要
である。第一に，学校の新設や学区変更といっ
た制度変更は，住宅価格に影響を与える何らか
の（しばしば観察できない）要因によって生じ
ている可能性がある。例えば，何らかの要因で
人口が増加（減少）した地域で学校が新設（閉
鎖）されている場合，そうした要因は同時に住
宅価格にも影響を与えている可能性があり，制
度変更が生じた地域とそうでない地域の比較に
は問題が生じる。第二に，学校の新設や学区変
更が生じた地域で得られた結果が，より一般的
な状況に適用可能であるかについては，慎重な
検討が必要である。実際，学区変更に関する不
確実性が存在するような状況では，学校の質が
住宅価格におよぼす影響が小さくなることを示
唆する結果もある（Mothorpe, 2018; Turnbull 
et al., 2018）。

　これに対し，学校選択制の導入に着目した分
析を行っている研究も存在する（Chung, 2015; 
Machin and Salvanes, 2016; 吉田・張・牛島，
2008）。学校選択制の導入によって，既存の学
区制度の下で割り当てられた学校以外への進学
が可能となるため，（既存の学区内における）
学校の質と住宅価格の関係が弱まる可能性があ
る。上記の分析の結果は，いずれもこうした仮
説を支持するものとなっている。

Ⅳ－３－３．学校の質に関する情報の公開
　前節までに紹介した内容に加え，最近のト
ピックで特徴的だと思われるものには，学校の
質に関する情報公開というイベントに焦点を当
てた一連の研究がある（Carrillo et al., 2013; 
Feng and Lu, 2013; Fiva and Kirkebøen, 2011; 
Fleishman et al., 2017 ; Imberman and 
Lovenheim, 2016）。情報公開に着目した研究は，
過去には Figlio and Lucas （2004）による結果
が報告されているのみであったが，近年特に研
究が進みつつある。
　これら研究は，いずれも情報の公開前後で周
辺の不動産価格に変化が生じたかを分析するこ
とで，学校の質が不動産市場におよぼす影響の
識 別 を 試 み て い る。 こ の う ち，Fiva and 
Kirkebøen （2011）は，ノルウェー（オスロ）
で学校単位の質の指標16）が公表されたことに着
目し，追加的な情報が住宅価格に影響を与える
かを差分の差分法の枠組みで検証している。分
析の結果，公表された学校の質の情報は，短期
的には住宅価格を上昇させる効果を持つもの
の，こうした影響は公表後の短期間（2～3 か
月）のみ観察されており，その後は公表前の状
態に戻ることを示している。また，Imberman 
and Lovenheim （2016）は，ロサンゼルスタイ
ムズ紙が公表した学校単位での学力向上（付加
価値）の指標が住宅価格に与える影響を検証し
ている。境界不連続デザインと差分の差分法を

16）ここで用いられている学校の質の指標は，学力テストの得点と教員による成績評価の双方に基づいており，
生徒の家庭背景の違いを調整したものになっている。
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組み合わせた分析の結果，追加的な付加価値の
指標は，住宅価格に影響を与えないことを明ら
かにしている17）。
　学校の質に関する追加的な情報が，（少なく
とも長期的には）住宅価格に影響を与えないと
いう結果は，従来の結果とは相反するものであ

り，重要な知見であるといえる。一方で，もし
人々が公開前から学校の質に対する何らかの情
報に基づいて行動していたとすれば，これらの
結果は，公表された内容が追加的な情報を含ん
でいなかったことを意味しているに過ぎないか
もしれず，結果の解釈には注意を要する。

Ⅴ．日本における実証分析

　すでにみたとおり，学校の質と住宅価格の関
連については，米国を中心として急速に研究の
蓄積が進んでいる。これに対して，日本を対象
とした実証分析は，以下で取り上げるいくつか
の事例を除いてほとんど行われていない。その
最大の理由は，学力テストの平均得点をはじめ
とする，学校の質に関する指標が長らく利用で
きなかったことにある。
　こうした現状を踏まえ，吉田・張・牛島（2008）
は，代替的な指標として私立中学校への進学率
を利用した分析を行っている。足立区の地価
データを用いた実証分析の結果，小学校ごとに
計測された私立中学校への進学率が 10％ポイ
ント増加することで，当該学区内の地価が 2.6％
上昇することが示されている18）。また，この影
響の時系列的な変化を検討した結果からは，学
校選択制の導入後に，私立中学校への進学率が
地価におよぼす影響が小さくなったことが示さ
れている。牛島・吉田（2009）は，同様の指標
を利用して，対象地域を東京 23 区に拡大した
分析を行っている。分析の結果，私立中学校へ
の進学率は，学校の質が相対的に高いと考えら
れる地域においてのみ，学区内の住宅地価を上
昇させる効果を持つことが示されている。

　これに対し，より最近の Kuroda （2018）に
よる研究では，松江市が公表した学力テスト
（全国学力・学習状況調査および島根県学力調
査）の学校別平均得点を利用した分析を行って
いる。境界不連続デザインに基づく分析の結果，
学校別平均得点は，家族向けの比較的規模の大
きい物件の家賃に対して，正の影響を与えるこ
とが示されている。
　上で取り上げた日本を対象とした実証研究に
は，いくつかの分析上の利点があるように思わ
れる。第一に，第Ⅱ節で取り上げた逆因果の問
題がある。すでに見た通り，米国のように公立
学校の教育予算の一部が学校区の固定資産税収
入によって賄われている場合，住宅価格の上昇
は，固定資産税収入の増加を通じて，教育サー
ビスの質の向上につながる可能性がある。これ
に対し，日本の学校制度では，公立学校の教育
予算は市区町村単位で決定され，原則として生
徒数に応じた配分がなされる。そのため，少な
くとも教育予算の配分という点では，住宅価格
が学校の質に及ぼす逆の因果関係による問題は
小さい19）。第二に，学区制度が比較的厳格に運
用されており，境界不連続デザインによる分析
が適用しやすいという点がある。わが国では，

17）一方で，従来から公表されている学力テストの平均得点に関しては，境界不連続デザインに基づく分析の
結果，住宅価格に正の影響を与えることを示している。

18）彼らは，代替的な学校の質の指標として，足立区で実施された学力テストの学校別平均得点（算数および
国語）を用いた分析も行っている。これによれば，学力テストの平均得点は，算数・国語ともに周辺地価に
は有意な影響を与えないことが示されている。

- 100 -

学校の質と不動産価格：サーベイ



1997 年の文部科学省による通知（「通学区域制
度の弾力的運用について」）により，市区町村
教育委員会の裁量で学校選択制の導入が可能と
なっている。しかしながら，こうした制度を実
際に導入した自治体は少数にとどまっており，
多くの自治体では居住地の選択は就学校の選択
と一対一で対応している20）。対して，諸外国で
は学校選択制が幅広く導入されており，境界不
連続デザインによる分析を難しくしている。
Kuroda （2018）は，こうした制度的な特徴を
踏まえ，境界不連続デザインに基づく分析を
行っている。第三に，同一地点の不動産評価額
を複数時点に渡って計測したデータが利用可能
であるという点がある。公示地価や都道府県地
価調査による基準地価などの鑑定評価データ
は，その代表的なものといえる。吉田・張・牛
島（2008）および牛島・吉田（2009）では，こ
うしたデータの特徴を利用し，パネルデータに
よる分析（観測地点単位での固定効果モデル）
を行っている。不動産の鑑定評価額は，しばし
ば実勢価格との乖離が指摘されるものの，同一
地点の情報が継続的に利用可能であるという
データの特徴は，先行研究で指摘されてきた内
生性の問題への対処という点で，分析上のメ
リットとなりうる。
　一方で，日本を対象とした分析には，いくつ
かの課題もある。第一に，すでに述べた通り，
学力テストの学校別平均点などの，先行研究で
広く用いられてきた指標が利用しにくいという
現状がある。わが国では，児童・生徒の学力水
準の把握を目的として，全国学力・学習状況調
査や都道府県独自の学力調査などが幅広く実施
されてきた。しかしながら，一部の自治体を除
いて，これらの調査の学校別集計は公表されて
おらず，研究目的であってもこうした情報の利

用は厳しく制限されてきた。第二に，これまで
の学力調査の多くは，一時点における学力水準
の測定を主たる目的としており，同一児童・生
徒の学力水準の変化を計測するような設計には
なっていないという点がある。前述の通り，学
校における教育成果の計測という観点からは，
学力水準の向上（付加価値）を計測することが
望ましい。このためには，同一児童・生徒の学
力水準を，少なくとも 2 つの異なる時点で計測
する必要がある。全国学力・学習状況調査に関
しては，悉皆調査という性格上，原理的には同
一の児童・生徒を追跡することが可能であるが，
現時点の調査設計はこれに対応する形とはなっ
ていないように思われる。また，都道府県が実
施する独自の学力調査に関しても，一部の例外
を除いて学力の「伸び」を計測するような調査
設計にはなっていない。
　上記をまとめると，日本と対象とした分析に
は，学校制度上の特徴や不動産データの利用可
能性という点でいくつかの利点が存在するが，
現時点までに蓄積された実証的知見は極めて限
定的であるといえる。今後，学校や児童・生徒
を対象とした各種データの公開が進めば，当該
トピックに関する研究が進展する余地は大きい。

19）他方で，住宅価格の違いによって生じた住民のすみ分けが，観察できない児童・生徒の属性を変化させ，
このことがピア効果を通じて学校の質に影響を与える可能性はある。ただし，これは日本に限った話ではなく，
他国を対象とした分析でも同様に問題になりうる。

20）平成 24 年 10 月 1 日時点でみると，域内に 2 校以降の小学校を置く市町村教育委員会のうち，学校選択制
を導入しておらず，かつ導入の予定もないとした割合は 81.9％となっている（「小・中学校における学校選択
制の実施状況について」，文部科学省）。
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Ⅵ．まとめと結論

　本稿では，学校の質に対する限界支払意思額
の計測を目的とした研究のうち，ヘドニック・
アプローチに基づく分析を行ったものを取り上
げ，実証分析上の識別戦略，限界支払意思額の
推定値，具体的な分析トピックという 3 つの観
点から，最近の研究動向を概観・整理した。こ
の結果，以下のような特徴が明らかとなった。
　第一に，実証分析上の識別戦略に関しては，
観察できない近隣環境に起因する除外変数バイ
アスへの対処が，以前にもまして重視されるよ
うになっている。この結果，最近の実証研究に
関しては，Black （1999）によって提案された
境界不連続デザインが，事実上の標準的分析手
法となっている。そのうえで，より詳細な近隣
環境のコントロールを行ったり，学校の質の時
系列的な変動を活用する方向で，分析アプロー
チが進展しつつある。
　第二に，学校の質が住宅価格に与える影響の
推定値についてみると，おそらくは第一の点を
反映して，報告される学校の質の影響の絶対値
が小さくなっている傾向がみられる。ただし，

ほとんどの研究で学校の質の改善は住宅価格を
上昇させるという仮説は支持されており，こう
した傾向は以前と変わりがない。
　第三に，具体的な研究トピックという点では，
学校の開設や学区変更，学校の質に関する情報
の公開といった特定の制度変更に着目した分析
が多くみられるようになっている。こうした分
析は，クロスセクションでの学校の質の変動に
基づく識別戦略（境界不連続デザインなど）を
補完するものである。一方で，教育サービスの
付加価値や教育資源の投入といった要因に着目
した研究は限定的である。こうした分析は，学
力向上に向けた学校の取り組みや予算措置に対
する人々の評価を明らかにするという点で，教
育政策上の意義は大きい。
　最後に，日本を対象とした研究の現状をみる
と，米国のみならず世界的に研究の蓄積が急速
に進みつつあるのとは対照的な状況にある。今
後，学校や児童・生徒を対象としたデータの利
用が進むことで，研究が蓄積されていくことを
期待したい。
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